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重要事項説明書（2026/6/1 改訂版） 

介護老人保健施設 太郎  

・通所リハビリテーション 

・介護予防通所リハビリテーション 

 

当施設の介護サ－ビスをご利用いただくにあたり、あらかじめ次のことをご説明いた

します。よくご確認いただいた上で、別紙「同意書」に署名・ご捺印いただきますよう

お願いいたします。※別紙「通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーショ

ン 太郎を利用するにあたってのお願い」の内容についてもご確認ください。 

ご不明な点については、当施設相談室までお問い合わせください。 

 

1．事業者（法人）の概要 

事業者の名称 医療法人社団 充会 

主たる事業者の所在地 日野市多摩平 3-1-17 多摩平の森の病院 

法人種別 医療法人社団 充会 

代表者の氏名 理事長  吉岡 あき子 

電話番号 ０４２－８４３－１７７７ 

 

2．ご利用施設 

施設の名称 介護老人保健施設 太郎 

施設の所在地 東京都三鷹市下連雀４－２－８ 

都道府県知事許可番号 １３５７０８０９９７ 

管理者の氏名 施設長  遠藤 麻央 

電話番号 ０４２２－７６－６６３６ 

ファクシミリ番号 ０４２２－７６－６６３５ 

E-mail アドレス tarou@mitsurukai.com 

併設サービス 

介護老人保健施設（施設入所サービス） 

短期入所療養介護（ショートステイ） 

介護予防短期入所療養介護（介護予防ショートステイ） 

訪問リハビリテーション 

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー） 

地域包括支援センター（三鷹市三鷹駅周辺高齢者なん

でも相談センター） 

mailto:tarou@mitsurukai.com
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3．施設の目的と運営方針、理念、５つの基本的ケア 

施設の目的 介護老人保健施設 

運営方針 

施設サービス計画に基づき、居宅での生活を念頭に置いて、医学的管理、

機能回復訓練、入浴、排せつ、食事などの介護、相談援助、社会生活上の

便宜の供与、その他の療養上の世話、日常生活上の世話を行う。そのこと

により、入所者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことが

でき、かつその療養生活の質が向上し、利用者の家族の身体的精神的負担

が軽減するよう運営する。 

入所者の意思および人格を尊重し、常に入所者の立場に立ってサービスを

提供するよう努める。 

地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市区町村、居宅介護支援

事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設、保健・医療・福祉サー

ビスの提供者との密接な連携に努める。 

太郎の理念 

・なによりも利用者（クライアント）の皆様の尊厳を考えます。 

 認知症などで徘徊したり、療養の妨げとなるような行為をしてしまう利

用者さんに対しても、「太郎」では利用者さんをベッドや車椅子に縛る、

いわゆる抑制（身体拘束）は一切行いません。 

・個別性を尊重したケアを実施します。 

 ご利用者ひとりひとりのからだとこころの状態やご希望、目標を十分に

把握し、その方の個性を尊重した、きめこまやかなケアを提供します。 

・よりよい療養環境をこころがけます。 

 安心した療養環境を送っていただけるよう、落ち着いた生活空間と人員

の配置を行います。また、利用者の皆様にきちんとした対応ができるよ

う、スタッフひとりひとりに心と技術のトレーニングを行います。 

・クオリティ・オブ・ライフ（QOL）を念頭においたケアを実施します。 

利用者の皆様やそのご家族ときちんと話しあい、一方的ではない信頼と

納得いただけるケアを提供し、利用者の皆様ひとりひとりに合ったクオ

リティ・オブ・ライフの向上を考えていきます。 

※クオリティ・オブ・ライフは、「生活の質」とも言い換えられます。 

５つの 

基本的ケア 

１．起きる     寝かせきり予防・覚醒刺激・人間らしさ 

２．食べる     脱水予防・経口摂取・生きること 

３．排泄      トイレ誘導と随時交換・尊厳を保つ 

４．清潔      皮膚の清潔・状態の観察・快適さ 

５．アクティビティ  良い刺激・その人らしさ 

 

 

 

 

 



介護老人保健施設 太郎 

2026/6/1 改訂 

 

 

3 
 

4．施設の設備の概要 

定  員 40 名 
（通所リハビリテーション） 

（介護予防通所リハビリテーション） 

専有空間 １階 209.58 ㎡ 

浴  室 一般浴槽 

機能訓練機器 平行棒、ホットパック、作業台他 

送迎車両 ４台 

機能訓練スペース 有り 

                                 

 

5．職員体制 

施設従業者の職種 合計人数 常勤 兼務・非常勤 

管理者（医師） １ １  

医師（管理者を除く） 1    1 

理学療法士 3 3    0 

作業療法士 １  1 

管理栄養士 １  １ 

看護職員 ２ １ １ 

介護職員 10 7 3 

支援相談員 ４ ３ １ 

事務職員 ４ ３ １ 

 

＊当施設の給食は外部委託にしており管理栄養士により管理されています。 

 ＊緊急時等必要ある場合は、介護老人保健施設太郎のスタッフがサポートに回ります。 
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6．介護保険の給付対象となる通所リハビリテーションの概要と利用料について 

（１）サービスの営業時間は、午前 8：20から午後 5：20までです。サービスの実

施時間は、営業時間内の６時間～7時間もしくは7時間～8時間を基本とします。 

（２）お休みされる場合は、食事準備の都合上、前日の１７：００までにお知らせく

ださい。利用当日、体調不良や急な用事で欠席なさる場合は、遅くとも当日朝８：

３０までにお電話でご連絡いただきますようお願いいたします。連絡が当日朝

８：３０を過ぎた場合、食事代金につきましてはお支払い頂くことになります。 

 （３）サービスの実施日は、原則として 月曜～土曜（＊祝日もサービスを行い、年

末年始は休業します）とします。なお、サービスを休業する場合は、事前に掲示・

書面等で告知いたします。 

（４）通所リハビリテーションサービス利用料は、要支援・要介護状態区分により定

められた費用の１割、2 割もしくは 3 割負担分と、食費・必要経費について、

ご利用回数分をかけて算出された額となります。国によって定められた単価に

基づいて算定しています。サービス内容、算定方法により端数が異なってくる

場合があります。詳しくは、毎月の請求書にてご確認ください。 

（５）国の施策により、消費税に変更がある可能性がございますので、ご了承くださ

い。 

 

【通所リハビリテーション 利用料金】          単価 ：円 

利用時間 介護度 1 割 2 割 3 割 

1 時間以上 2 時間未満 

要介護 1 400 800 1199 

要介護 2 431 862 1293 

要介護 3 465 930 1394 

要介護 4 496 992 1488 

要介護 5 532 1064 1596 

2 時間以上 3 時間未満 

要介護 1 415 830 1245 

要介護 2 476 951 1427 

要介護 3 540 1079 1618 

要介護 4 601 1202 1803 

要介護 5 663 1326 1989 

3 時間以上 4 時間未満 

要介護 1 527 1053 1579 

要介護 2 612 1224 1836 

要介護 3 697 1393 2089 

要介護 4 805 1610 2414 

要介護 5 912 1824 2736 

4 時間以上 5 時間未満 

要介護 1 599 1198 1797 

要介護 2 696 1391 2086 

要介護 3 791 1581 2372 
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要介護 4 914 1828 2742 

要介護 5 1037 2073 3110 

5 時間以上 6 時間未満 

要介護 1 674 1348 2021 

要介護 2 800 1599 2398 

要介護 3 923 1846 2769 

要介護 4 1069 2138 3207 

要介護 5 1213 2426 3639 

6 時間以上 7 時間未満 

要介護 1 775 1549 2323 

要介護 2 921 1841 2762 

要介護 3 1063 2125 3188 

要介護 4 1232 2463 3694 

要介護 5 1397 2794 4191 

7 時間以上 8 時間未満 

要介護 1 826 1651 2476 

要介護 2 978 1956 2934 

要介護 3 1133 2266 3399 

要介護 4 1316 2632 3948 

要介護 5 1494 2987 4481 

  

加算内容 

負担額 単位：円 

1 割 

2 割 

3 割 

退院時共同指導加算 

病院又は診療所に入院中の者が退院するに当

たり、通所リハビリテーション事業所の医師等

が退院前カンファレンスに参加し、退院時共同

指導を行った後に、当該者に対する初回の通所

リハビリテーションを行った場合。 

1 回につき 

650 

1300 

1950 

入浴介助加算 

（Ⅰ） 

入浴介助を適切に行うことができる人員及び

設備を有して、入浴介助を行った場合。 

1 日あたり 

44 

87 

130 

入浴介助加算 

（Ⅱ） 

・医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

もしくは介護支援専門員又は利用者の動作

及び浴室の環境の評価を行うことができる

福祉用具専門相談員、地域包括支援センター

の職員その他住宅改修に関する専門知識及

び経験を有するもの（以下「医師等」という。）

が、利用者の居宅を訪問し、浴室における当

1 日あたり 

65 

130 

195 
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該利用者の動作及び浴室の環境を評価して

いること。この際、当該居宅の浴室が、当該

利用者自身又は家族の介助により入浴を行

うことが難しい環境にある場合には、訪問し

た医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門

相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・購

入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言

を行うこと。ただし、医師等による利用者の

居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指

示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、

情報通信機器等を活用して把握した浴室に

おける当該利用者の動作及び浴室の環境を

踏まえ、医師等が当該評価・助言を行っても

差し支えないものとする。 

・当該事業所の理学療法士等が、医師等との連

携の下で、利用者の身体の状況、訪問により

把握した居宅の浴室の環境等を踏まえた個

別の入浴計画を作成すること。ただし、個別

の入浴計画に相当する内容を通所リハビリ

テーション計画に記載することをもって個

別の入浴計画の作成に代えることができる。 

・上記の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴

をいう。）又は利用者の居宅の状況に近い環

境（利用者の居宅の浴室の手すりの位置、使

用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当

該事業所の浴室に福祉用具等を設置するこ

とにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現

しているものをいう。）で、入浴介助を行う

こと。 

リハビリテーション 

マネジメント加算 

（イ） 

①指定通所リハビリテーション事業所の医師

が、指定通所リハビリテーションの実施に当

たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該

リハビリテーションの目的に加えて、当該リ

ハビリテーション開始前又は実施中の留意

事項、やむを得ず当該リハビリテーションを

中止する際の基準、当該リハビリテーション

における利用者に対する負荷等のうちいず

れか 1 以上の指示を行うこと。 

1 月あたり 

 

開始日から 6 月以内 

607 

1213 

1820 
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②上記における指示を行った医師又は当該指

示を受けた理学療法士、作業療法士、若しく

は言語聴覚士が、当該指示の内容が上記に掲

げる基準に適合するものであると明確にわ

かるように記録すること。 

③リハビリテーション会議を開催し、リハビリ

テーションに関する専門的な見地から利用

者の状況等に関する情報を構成員と共有し、

当該リハビリテーション会議の内容を記録

すること。 

④通所リハビリテーション計画について、当該

計画の作成に関与した理学療法士、作業療法

士、又は言語聴覚士が利用者又はその家族に

対して説明し、利用者の同意を得るととも

に、説明した内容等について医師へ報告する

こと。 

⑤通所リハビリテーション計画の作成に当た

って、当該計画の同意を得た日の属する月か

ら起算して 6 月以内の場合にあたっては 1

月に 1 回以上、6 月を超えた場合にあたって

は 3 月に 1 回以上、リハビリテーション会

議を開催し、利用者の状況の変化に応じ、通

所リハビリテーション計画を見直している

こと。 

⑥指定通所リハビリテーション事業所の理学

療法士、作業療法士、又は言語聴覚士が、介

護支援専門員に対し、リハビリテーションに

関する専門的な見地から、利用者の有する能

力、自立のために必要な支援方法及び日常生

活上の留意点に関する情報提供を行うこと。 

⑦下記のいずれかに適合すること。 

 ・指定通所リハビリテーション事業所の理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、居

宅サービスに位置付けた指定訪問介護の

事業所とその他の指定居宅サービスに該

当する事業に係る従業者と指定通所リハ

ビリテーションの利用者の居宅を訪問し、

該当従事者に対し、リハビリテーションに

関する専門的な見地から介護の工夫に関

開始日から 6 月超 

260 

520 

780 
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する指導及び日常生活上の留意点に関す

る助言を行うこと。 

 ・指定通所リハビリテーション事業所の理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指

定通所リハビリテーションの利用者の居

宅を訪問し、その家族に対し、介護の工夫

に関する指導及び日常生活上の留意点に

関する助言を行うこと。 

⑧①～⑦までに掲げる基準に適合することを

確認し、記録すること。 

リハビリテーションマ

ネジメント加算 

（ロ） 

リハビリテーションマネジメント加算（イ）の 

要件に加え、利用者毎にリハビリテーション計

画書等の内容等の情報を厚生労働省に提

出し、リハビリテーションの提供に当たっ

て、当該情報その他リハビリテーションの

適切かつ有効な実施のために必要な情報

を活用していること。 

1 月あたり 

 

開始日から 6 月以内 

643 

1285 

1927 

 

開始日から 6 月超 

296 

592 

887 

リハビリテーションマ

ネジメント加算 

（ハ） 

リハビリテーションマネジメント加算（ロ）の

要件に加え 

・事業所の従事者として、または外部との連携

により管理栄養士を 1 名以上配置している

こと。 

・利用者ごとに、多職種が共同して栄養アセス

メント及び口腔アセスメントを行っている

こと。 

・利用者ごとに、言語聴覚士、歯科衛生士又は

看護職員がその他の職種の者と共同して口

腔の健康状態を評価し、当該利用者の口腔の

健康状態に係る解決すべき課題の把握を行

っていること。 

・利用者ごとに、関係職種が、通所リハビリテ

ーション計画の内容の情報等や、利用者の口

腔の健康状態に関する情報及び利用者の栄

養状態に関する情報を相互に共有すること。 

・共有した情報を踏まえ、必要に応じて通所リ

1 月あたり 

 

開始日から 6 月以内 

859 

1718 

2577 

 

開始日から 6 月超 

513 

1025 

1537 
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ハビリテーション計画を見直し、当該見直し

の内容を関係職種に対して情報提供してい

ること。 

事業所の医師が利用者

又はその家族に対して

説明し、利用者の同意

を得た場合 

事業所の医師が利用者又はその家族に対して

説明し、利用者の同意を得た場合 

上記に加えて 

1 月あたり 

293 

585 

878 

リハビリテーション 

提供体制加算 

・指定通所リハビリテーション事業所におい

て、常時、当該事業所に配置されている理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数

が、当該事業所の利用者の数が 25 又はその

端数を増すごとに 1 以上であること。 

3 時間以上 4 時間未満 

13 

26 

39 

4 時間以上 5 時間未満 

18 

35 

52 

5 時間以上 6 時間未満 

22 

44 

65 

6 時間以上 7 時間未満 

26 

52 

78 

7 時間以上 

31 

61 

91 
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短期集中個別 

リハビリテーション 

実施加算 

・指定通所リハビリテーション事業所におい

て、常時、当該事業所に配置されている理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数

が、当該事業所の利用者の数が 25 又はその

端数を増すごとに 1 以上であること。 

・指定通所リハビリテーション事業所におい

て、常時、当該事業所に配置されている理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数

が、当該事業所の利用者の数が 25 又はその

端数を増すごとに 1 以上であること。 

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、利用者に対して、そ

の退院（退所）日又は認定日から起算して 3 月

以内の期間に、個別リハビリテーションを集中

的に行った場合。 

※認知症短期集中リハビリテーション実施加

算又は生活行為向上リハビリテーション実

施加算を算定している場合は、算定しない。 

1 日あたり 

（退院退所後又は認定日

から起算してから起算し

て 3 月以内） 

 

120 

239 

358 

認知症短期集中 

リハビリテーション 

実施加算（Ⅰ） 

（Ⅰ）退院(退所)日又は通所開始日から起算し

て 3 月以内 

・認知症であると医師が判断した者であって、

リハビリテーションによって生活機能の改

善が見込まれると医師が判断したものに対

して、医師又は医師の指示を受けた理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が、リハビリ

テーションを集中的に行った場合。 

・1 週間に 2 日を限度として個別にリハビリテ

ーションを実施すること。 

1 日あたり 

（退院退所後又は通所開

始日から起算して 3 月以

内） 

 

260 

520 

780 

認知症短期集中 

リハビリテーション 

実施加算（Ⅱ） 

（Ⅱ）退院（退所）日又は通所開始日の属する

月から起算して 3 月以内 

・認知症であると医師が判断した者であって、

リハビリテーションによって生活機能の改

善が見込まれると医師が判断したものに対

して、医師又は医師の指示を受けた理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が、リハビリ

テーションを集中的に行った場合。 

・1 月に 4 回以上リハビリテーションを実施す

ること。 

・リハビリテーションの実施頻度、実施場所及

1 月あたり 

（退院退所後又は通所開

始日から起算して 3 月以

内） 

 

2,080 

4,159 

6,238 
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び実施時間等が記載された通所リハビリテ

ーション計画を作成し、生活機能の向上に資

するリハビリテーションを実施すること。 

・通所リハビリテーション費におけるリハビリ

テーションマネジメント加算（イ）・（ロ）・（ハ）

のいずれかを算定していること。 

生活行為向上 

リハビリテーション 

実施加算 

・生活行為の内容の充実を図るための専門的な

知識や経験を有する作業療法士、生活行為の

内容の充実を図るための研修を修了した理

学療法士、言語聴覚士が配置されているこ

と。 

・生活行為の内容の充実を図るための目標や目

標を踏まえたリハビリテーションの実施頻

度、実施場所等が記載されたリハビリテーシ

ョン計画書を定めて、リハビリテーションを

提供すること。 

・当該計画で定めたリハビリテーションの実施

期間中及びリハビリテーションの提供終了

日前 1 月以内に、リハビリテーション会議を

開催し、目標の達成状況を報告すること。 

・リハビリテーションマネジメント加算（イ）・

（ロ）・（ハ）のいずれかを算定していること。 

・指定通所リハビリテーション事業所の医師又

は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が当該利用者の居宅を訪

問し生活行為に関する評価をおおむね 1 月

に１回以上実施すること。 

1 月あたり 

1,354 

2,708 

4,062 

 

若年性認知症利用者 

受入加算 

受け入れた若年性認知症の利用者毎に個別の

担当者を決めていること。 

1 日あたり 

65 

130 

195 

栄養アセスメント 

加算 

・当該事業所の従業者として又は外部との連携

により管理栄養士を 1 名以上配置している

こと。 

・利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護

職員、生活相談員その他の職種の者が共同し

て栄養アセスメントを実施し、当該利用者又

はその家族に対してその結果を説明し、相談

等に必要に応じ対応すること。 

1 月あたり 

55 

109 

163 
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・利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省

に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情

報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のた

めに必要な情報を活用していること。 

※口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）及び栄

養改善加算との併算定は不可。 

栄養改善加算 

・当該事業所の職員として、又は外部（他の介

護事業所・医療機関・栄養ケア・ステーショ

ン）との連携により管理栄養士を 1 名以上配

置していること。 

・利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管

理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・

嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア

計画を作成していること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士

等が栄養改善サービスを行っているととも

に、利用者の栄養状態を定期的に記録してい

ること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期

的に評価していること。 

・栄養改善サービスの提供に当たって、必要に

応じ居宅を訪問すること。 

※通所リハビリテーションでは、3 月以内の期

間に限り月 2 回を限度として算定（栄養改善サ

ービスが必要な利用者は引き続き算定可）。 

1 回あたり 

217 

434 

650 

口腔・栄養スクリーニ

ング加算（Ⅰ） 

介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及

び利用中 6 月ごとに利用者の口腔の健康状態

及び栄養状態について確認を行い、利用者を担

当する介護支援専門員に当該情報を提供して

いること。 

※栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び口

腔機能向上加算との併算定不可。 

※6 月に 1 回を限度とする。 

1 回あたり 

22 

44 

65 

口腔・栄養スクリーニ

ング加算（Ⅱ） 

利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を

算定している場合に、口腔の健康状態と栄養状

態のいずれかの確認を行い、利用者を担当する

介護支援専門員に当該情報を提供しているこ

と。 

※栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口

1 回あたり 

6 

11 

17 
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腔機能向上加算を算定しており加算（Ⅰ）を算

定できない場合のみ算定可能。 

※6 月に 1 回を限度とする。 

口腔機能向上加算 

（Ⅰ） 

・言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を 1 名

以上配置していること。 

・利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言

語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、

生活相談員その他の職種の者が共同して、利

用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作

成していること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従

い、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が

口腔機能向上サービスを行っているととも

に、利用者の口腔機能を定期的に記録してい

ること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進

捗状況を定期的に評価すること。 

※3 槻以内の期間に限り 1 月に 2 回を限度と

して算定可（ただし、口腔機能向上サービスの

開始から 3 月ごとの利用者の口腔機能の評価

の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サ

ービスを引き続き行うことが必要と認められ

る利用者については、引き続き算定可）。入浴

介助を適切に行うことができる人員及び設備

を有して行われる入浴介助であること。 

1 回あたり 

163 

325 

488 

口腔機能向上加算 

（Ⅱ）イ 

口腔機能向上加算（Ⅰ）に加え、口腔機能改善

管理指指導計画等の情報を厚生労働省に提出

し、口腔機能向上サービスの実施にあたって当

該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効

な実施のために必要な情報を活用しているこ

と。※原則３月以内、月２回程度。 

1 回あたり 

168 

336 

504 

口腔機能向上加算 

（Ⅱ）ロ 

口腔機能向上加算（Ⅰ）に加え、口腔機能改善 

管理指指導計画等の情報を厚生労働省に提出 

し、口腔機能向上サービスの実施にあたって当 

該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効 

な実施のために必要な情報を活用しているこ 

と。 

1 日あたり 

174 

347 

520 

重度療養管理加算 
所定時間 1 時間以上 2 時間未満の利用者以外

の者であり、要介護 3、要介護 4 又は 5 で

1 日あたり 

109 
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あって、別に厚生労働大臣が定める状態であ

る者に対して、計画的な医学管理のもの、通

所リハビリテーションを行った場合。 

217 

325 

中重度者ケア 

体制加算 

・指定基準に定められた人員に加え、看護職員

又は介護職員を常勤換算方法で 1 以上確保

していること。 

・前年度又は算定日が属する月の前 3 月間の指

定通所リハビリテーション事業所の利用者

の総数のうち、要介護 3 以上の利用者の定め

る割合が 30％以上であること。 

・指定通所リハビリテーションを行う時間帯を

通して、専ら指定通所リハビリテーションの提

供に当たる看護職員を 1 名以上配置している

こと。 

1 日あたり 

22 

44 

65 

科学的介護推進体制加

算 

・LIFE へのデータ提出頻度について、他の LIFE

関連加算と合わせ、少なくとも「3 月に 1 回」

に見直す。 

・その他、LIFE 関連加算に共通した見直しを

実施 

1 月につき 

44 

87 

130 

移行支援加算 

・評価対象期間中にリハビリテーションの提供

を終了した日から起算して 14日以降 44日

以内に、リハビリテーション終了者に対し

て、電話等により、指定通所介護等の実施状

況を確認し、記録すること。 

・リハビリテーション終了者が指定通所介護等

の事業所へ移行するにあたり、当該利用者の

リハビリテーション計画書を移行先の事業

所へ提供すること。 

・12 を利用者の平均利用延月数を除して得た

数が 27％以上であること。 

1 日あたり 

13 

26  

39 

感染症又は災害の発生

を理由とする利用者数

の減少が一定以上生じ

ている場合の加算 

感染症又は災害の発生を理由とする利用者数

の減少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該

月の前年度における月平均の利用者数よりも

５％以上減少している場合。 

1 回につき 

所定単位数の 3％を加算 

理学療法士等 

体制強化加算 

1 時間以上 2 時間未満のサービスを実施し、理

学療法士・作業療法士又は言語聴覚士を専従

かつ常勤で 2 名以上配置していること。 

1 日あたり 

33 

65 

98 

中山間地域等に 事業所が、通常の事業実施地域を越えて、中山 1 日あたり 
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居住する者への 

サービス提供加算 

間地域等に居住する利用者にサービスを行っ

た場合。所定単位数の 5％を加算。 

所定単位数の 5％を加算 

延長加算 

7時間以上8時間未満の通所リハビリテーショ

ンの前後に日常生活上の世話を行った場合

であって、当該リハビリテーションの所要時

間と前後に行った日常生活上の世話の所要

時間を通算した時間が 8 時間以上となった

場合。 

8 時間以上 9 時間未満 

55 

109 

163 

9 時間以上 10 時間未満 

109 

217 

325 

10 時間以上 11 時間未満 

163 

325 

488 

11 時間以上 12 時間未満 

217 

434 

650 

12 時間以上 13 時間未満 

271 

542 

813 

13 時間以上 14 時間未満 

325 

650 

975 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 

以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士 70％以上 

②勤続 10 年以上介護福祉士２５％以上 

1 回あたり 

24 

48 

72 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 

 

介護福祉士が５０％以上 

1 回あたり 

20 

39 

59 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 

以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士 40％以上 

②勤続 7 年以上３０％以上 

 

1 回あたり 

7 

13 

20 
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介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

イ 

所定単位数の 10.3％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

10.3％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

ロ 

所定単位数の 11.1％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

11.1％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

イ 

所定単位数の 10.0％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

10.0％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

ロ 

所定単位数の 10.8％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

10.8％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅲ） 

所定単位数の 8.3％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

8.3％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅳ） 

所定単位数の 7.0％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

7.0％を加算 

※サービス利用内容によって加算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

 

 

減算内容 減算額 

利用者の数が利用 

定員を超える場合 

当該事業所の利用定員を上回る利用者を利用

させている場合。所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の 70％を算

定 

医師、理学療法士・作

業療法士・言語聴覚士、

看護・介護職員の員数

が基準に満たない場合 

医師、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士、

看護職・介護職員の員数が基準に満たない場

合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の 70％を算

定 

事業所と同一建物に居

住する者又は同一建物

から利用する者に通所

リハビリテーションを

行う場合（同一建物に

対する減算） 

・通所リハビリテーション事業所と同一建物に

居住する者又は同一建物から当該事業所に

通所者に対し通所リハビリテーションを行

った場合。 

・傷病等により、一時的に送迎が必要な利用者、

その他やむを得ず送迎が必要であると認め

られる利用者に対して送迎を行う場合は、減

算を行わないこと。 

所定単位数から 94 単位を減算。 

1 日あたり 

102 

204 

306 

事業所送迎を 利用者に対して、その居宅と指定通所リハビリ 1 日あたり 



介護老人保健施設 太郎 

2026/6/1 改訂 

 

 

17 
 

行わない場合 テーション事業所との間の送迎を行わない場

合。 

所定単位数から片道につき 47 単位の減算。 

51 

102 

153 

業務継続計画 

未実施減算 

・感染症や非常災害の発生において、利用者に

対するサービスの提供を継続的に実施するた

めの、および非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（業務継続計画）を策定するこ

と。 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

こと。 

1 日あたり 

所定単位数の 1.0％を算

定 

高齢者虐待防止 

措置未実施減算 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開

催するとともに、その結果について、従事者に

周知徹底を図ること。 

・虐待の防止のための指針を整備すること。 

・従事者に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置

くこと。 

 

1 日あたり 

所定単位数の 1.0％を算

定 

※サービス利用内容によって減算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

 

内 容 費 用 

食事 

食事時間（基本的な提供時間） 

 昼食  12 時～13 時 

＊食べられないものやアレルギ－がある方

は事前にご相談ください。 

1 日あたり 880 円 

＊欠席のご連絡が、当日朝 8:30 以降の場合、

880 円をご負担いただきます。 

おやつ 

食事時間（基本的な提供時間） 

 おやつ 15 時 

＊食べられないものやアレルギ－がある方

は事前にご相談ください。 

1 日あたり 220 円 

ドリンク代含む 

オムツ代 

ご利用者のご希望により当施設より紙

おむつを提供した際にお支払いいただ

きます 

紙おむつ  141 円 

尿取りパット 77円 

※消費税含む 

特別食 ご利用者が希望する食事のご用意 希望により実費負担 
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日用品費 日用生活品 

単品販売商品 

おしぼり（来所時に提供）30 円/日 

リンスインシャンプー（14ml） 30 円/個 

ボディソープ（14ml） 30 円/個 

歯ブラシ 208 円/本 

歯磨き粉 208 円/本 

入れ歯洗浄用カップ 208 円/個 

入れ歯洗浄剤（１２０錠） 837 円/箱 

ボディ用乳液（３００ml）1,256 円/本 

ティッシュペーパー 156 円/箱 

教養娯楽費・ 

レクリエーション 

材料費 

教養娯楽活動（絵画、折り紙、手芸、

書道、絵手紙、おやつ作り等）の材料

費 

1 回あたり 

料理クラブ 152 円 

習字クラブ・絵画クラブ・針子クラブ 101 円 

その他（脳トレプリント・全館行事・外出レク・ゲ

ーム・折り紙・手工芸・囲碁・将棋・オセロ） 

50円 

WI-FI 施設内 Wi-Fi 使用料 10 円/日 

ポーチ代 デイケアご利用ポーチ（必要な方） デイケアポーチ 285 円 

行事・写真代 
行事で撮った写真を販売いたしま

す。 

1 枚Ｌサイズ    60 円 

1 枚ＬＬサイズ   120 円 

文書作成料 

証明書、申請書 2,200 円（１部） 

他施設利用申込の際の情報提供書 3,300 円（１部） 

一般的な診断書、意見書 

（ご家族からのご希望等） 
5,500 円（１部） 

特殊な診断書、意見書（保険会社等） 6,800 円（１部） 

※その他成年後見申立診断書等、詳細については、ご確認ください。 
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【介護予防通所リハビリテーション 利用料金】 

※1 ヵ月あたりの利用料になります。 

介護度 1 割 2 割 3 割 

要支援 1 2457 4913 7369 

要支援 2 4579 9158 13737 

※他の介護予防通所リハビリテーション事業所、介護予防特定施設、小規模多機能施設、

グループホームをご利用になっている方は、太郎介護予防通所リハビリを利用できませ

ん。 

※地域包括支援センターによる介護予防ケアプランに基づいてサービスを行います。 

加算内容 

負担額 

1 割 

2 割 

3 割 

生活行為向上 

リハビリテーション 

実施加算 

・生活行為の内容の充実を図るための専門的な

知識や経験を有する作業療法士、生活行為の

内容の充実を図るための研修を修了した理

学療法士、言語聴覚士が配置されているこ

と。 

・生活行為の内容の充実を図るための目標や、

目標を踏まえたリハビリテーションの実施

頻度、実施場所等が記載されたリハビリテー

ション実施計画を定めて、リハビリテーショ

ンを提供すること。 

・当該計画で定めたリハビリテーションの実施

期間中及びリハビリテーションを提供終了

日前 1 月以内に、リハビリテーション会議を

開催し、目標の達成状況を報告すること。 

・リハビリテーションマネジメント加算（イ）・

（ロ）・（ハ）のいずれかを算定していること。 

・指定通所リハビリテーション事業所の医師又

は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が当該利用者の居宅を訪

問し生活行為に関する評価をおおむね 1 月

に１回以上実施すること。 

1 月あたり 

 

利用開始日の属する 

月から 6 月以内 

609 

1,218 

1,826 

若年性認知症利用者 

受入加算 

受け入れた若年性認知症の利用者毎に個別の

担当者を決めていること。 

1 日あたり 

260 

520 

780 
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栄養改善加算 

・当該事業所の職員として、又は外部（他の介

護事業所・医療機関・栄養ケア・ステーショ

ン）との連携により管理栄養士を 1 名以上配

置していること。 

・利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管

理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・

嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア

計画を作成していること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士

等が栄養改善サービスを行っているととも

に、利用者の栄養状態を定期的に記録してい

ること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期

的に評価していること。 

・栄養改善サービスの提供に当たって、必要に

応じ居宅を訪問すること。 

※通所リハビリテーションでは、3 月以内の期

間に限り月 2 回を限度として算定（栄養改善

サービスが必要な利用者は引き続き算定

可）。 

1 回あたり 

217 

434 

650 

口腔・栄養スクリー

ニング加算（Ⅰ） 

介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及

び利用中 6 月ごとに利用者の口腔の健康状態

及び栄養状態について確認を行い、利用者を担

当する介護支援専門員に当該情報を提供して

いること。 

※栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び口

腔機能向上加算との併算定不可。 

※6 月に 1 回を限度とする。 

1 回あたり 

22 

44 

65 

口腔・栄養スクリー

ニング加算（Ⅱ） 

利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を

算定している場合に、口腔の健康状態と栄養状

態のいずれかの確認を行い、利用者を担当する

介護支援専門員に当該情報を提供しているこ

と。 

※栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口

腔機能向上加算を算定しており加算（Ⅰ）を算

定できない場合のみ算定可能。 

※6 月に 1 回を限度とする。 

1 回あたり 

6 

11 

17 

口腔機能向上加算

（Ⅰ） 

・言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を 1 名

以上配置していること。 

1 回あたり 

163 
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・利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言

語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、

生活相談員その他の職種の者が共同して、利

用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作

成していること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従

い、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員、

介護職員が口腔機能向上サービスを行って

いるとともに、利用者の口腔機能を定期的に

記録していること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進

捗状況を定期的に評価すること。 

325 

488 

口腔機能向上加算

（Ⅱ） 

口腔機能向上可算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機

能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省

に提出し、口腔機能向上サービスの実施にあ

たって当該情報その他口腔衛生の管理の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活

用していること。 

※原則 3 月以内、月２回を限度とする。 

1 回あたり 

174 

347 

520 

科学的介護推進体制

加算 

・LIFE へのデータ提出頻度について、他の LIFE

関連加算と合わせ、少なくとも「3 月に 1 回」

に見直す。 

・その他、LIFE 関連加算に共通した見直しを

実施 

1 月につき 

44 

87 

130 

一体的サービス 

提供加算 

・栄養改善サービス及び口腔機能向上サービス

を実施していること。 

・利用者が介護予防通所リハビリテーションの

提供を受けた日において、当該利用者に対

し、栄養改善サービス又は口腔機能向上サー

ビスのうちどれかのサービスを行う日を 1

月につき 2 回以上設けていること。 

・栄養改善加算、口腔機能向上加算を算定して

いないこと。 

1 月につき 

520 

1040 

1560 

中山間地域等に 

居住する者への 

サービス提供加算 

事業所が、通常の事業実施地域を越えて、中山

間地域等に居住する利用者にサービスを行っ

た場合。 

所定単位数の 5％を加算。 

1 日あたり 

所定単位数の 5％を加算 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 

要支援 1 

以下のいずれかに該当すること。 

1 月あたり 

96 
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①介護福祉士 70％以上 

②継続 10 年以上介護福祉士２５％以上 

191 

286 

要支援 2 

以下のいずれかに該当すること。 

② 介護福祉士 70％以上 

②継続 10 年以上介護福祉士２５％以上 

1 月あたり 

191 

382 

572 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 

要支援 1 

介護福祉士５０％以上 

1 月あたり 

78 

156 

234 

要支援 2 

介護福祉士 50％以上 

1 月あたり 

156 

312 

468 

 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅲ） 

 

要支援 1 

以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士 40％以上 

②勤続 7 年以上３０％以上 

1 月あたり 

26 

52 

78 

要支援 2 

以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士 40％以上 

②勤続 7 年以上３０％以上 

1 月あたり 

52 

104 

156 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ）

イ 

所定単位数の 10.3％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数 10.3％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ）

ロ 

所定単位数の 11.1％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数 11.1％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ）

イ 

所定単位数の 10.0％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数 10.0％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ）

ロ 

所定単位数の 10.8％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数 10.8％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅲ） 

所定単位数の 8.3%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 月あたり 

所定単位数の 8.3%を加算。 
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介護職員 

処遇改善加算（Ⅳ） 

所定単位数の 7.0％を加算 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合し

ている事業所になります。 

1 月あたり 

所定単位数の 7.0％を加算 

※サービス利用内容によって加算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

減算内容 減算額 

利用者の数が利用 

定員を超える場合 

利用者の数が厚生労働大臣の定める利用者の

数の基準を超える場合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 月あたり 

所定単位数の 70％を算定 

医師、理学療法士・

作業療法士・言語聴

覚士、看護・介護職

員の員数が基準に満

たない場合 

医師、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士、

看護職・介護職員の員数が基準に満たない場

合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 月あたり 

所定単位数の 70％を算定 

事業所と同一建物に

居住する者又は同一

建物から利用する者

に通所リハビリテー

ションを行う場合

（同一建物に対する

減算） 

・通所リハビリテーション事業所と同一建物に

居住する者又は同一建物から当該事業所に

通所者に対通所リハビリテーションを行っ

た場合。 

・傷病等により、一時的に送迎が必要な利用者、

その他やむを得ず送迎が必要であると認め

られる利用者に対して送迎を行う場合は、減

算を行わないこと。 

所定単位数から要支援１は 376、要支援２

は 752 減。 

 

1 月あたり 

要支援１ 

408 

815 

1,222 

要支援２ 

815 

1,629 

2,444 

利用を開始した日の

属する月から起算し

て 12 月を超えた期

間に利用した場合 

利用開始日の属する月から12月を超えて介護

予防 

通所（訪問）リハビリテーションを行う場合の

減算を行わない基準 

・3 月に１回以上、リハビリテーション会議を

開催し、リハビリテーションに関する専門的

な見地から利用者の状況等に関する情報を

構成員と共有し、当該リハビリテーション計

画を見直していること。 

・利用者ごとのリハビリテーション経過気宇初

頭の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リ

ハビリテーションの提供に当たって、当該情

報その他リハビリテーションの適切かつ有

効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。 

算定要件を 

満たさない場合 

1 月あたり 

要支援 1 

130 

260 

390 

要支援２ 

260 

520 

780 

※サービス利用内容によって減算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 
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内 容 費 用 

食事 

食事時間（基本的な提供時間） 

 昼食  12 時～13 時 

＊食べられないものやアレルギ－がある

方は事前にご相談ください。 

（1 日あたり）880 円 

＊欠席のご連絡が、当日朝 8:30 以降の場合、

880 円をご負担いただきます。 

おやつ 

食事時間（基本的な提供時間） 

 おやつ 15 時 

＊食べられないものやアレルギ－がある

方は事前にご相談ください。 

（1 日あたり）220 円 

ドリンク代含む 

オムツ代 

ご利用者のご希望により当施設より

紙おむつを提供した際にお支払いい

ただきます 

紙おむつ  141 円 

尿取りパット 77円 

※消費税含む 

日用品費 日用生活品 

単品販売商品 

おしぼり（来所時に提供）30 円/日 

リンスインシャンプー（14ml） 30 円/個 

ボディソープ（14ml） 30 円/個 

歯ブラシ 208 円/本 

歯磨き粉 208 円/本 

入れ歯洗浄用カップ 20８円/個 

入れ歯洗浄剤（１２０錠） 837 円/箱 

ボディ用乳液（３００ml） 1,256 円/本 

ティッシュペーパー 156 円/箱 

教養娯楽費・ 

レクリエーション 

材料費 

教養娯楽活動（絵画、折り紙、手芸、

書道、絵手紙、おやつ作り等）の材料

費 

1 回あたり 

料理クラブ 152 円 

習字クラブ・絵画クラブ・針子クラブ 101 円 

その他（脳トレプリント・全館行事・外出レク・ゲー

ム・折り紙・手工芸・囲碁・将棋・オセロ）50 円 

WI-FI 施設内 Wi-Fi 使用料 10 円/日 

ポーチ代 デイケアご利用ポーチ（必要な方） デイケアポーチ 285 円 

行事・写真代 
行事で撮った写真を販売いたしま

す。 

1 枚Ｌサイズ    60 円 

1 枚ＬＬサイズ   120 円 

文書作成料 

証明書、申請書 2,200 円（1 部） 

他施設利用申込の際の情報提供書 3,300 円（1 部） 

一般的な診断書、意見書 

（ご家族からのご希望等） 
5,500 円（1 部） 

特殊な診断書、意見書（保険会社等） 6,800 円（1 部） 

※その他成年後見申立診断書等、詳細については、ご確認ください。 
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●LIFEについてのご協力のお願い 

 介護サービス利用者の状態や、介護施設・事業所で行っているケアの計画・内容な

どを一定の様式で計画の内容等を厚生労働省に提出し、管理の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用し、入力内容が分析されて、フィードバックされる情報シス

テムになります。介護事業所において PDCA サイクルを回すために活用するための

ツールになります。 

これによりすべてのサービス LIFE 加算については（科学的介護推進体制加算、栄

養アセスメント加算、口腔機能向上加算予防のみ、）この説明にて同意したとさせて

いただきます。 

 

● ICT（情報通信技術）の活用化について 

  私たちは、より安全で快適な生活環境を提供するため、常に最新の技術を 

導入し、サービスの向上に努めてまいります。 

当施設では ICT（情報通信技術）の導入やアップデートを行います。これにより、ご

利用者の皆様により良いサービスを提供することが可能となります。 

具体的な導入やアップデート内容は以下の通りです： 

1.電子カルテシステムの導入 

紙のカルテから電子化することで、医療スタッフにより効率的に情報を管理でき 

医療サービスの質を向上させます。 

2.センサー技術の活用 

施設内にセンサーを設置し、ご利用者の健康状態や安全をリアルタイムでモニタリ

ングします。これにより、早期に問題を察知し、適切な対応を行うことが可能とな

ります。 

3.コミュニケーションツールの強化 

ご家族との連絡や情報共有をスムーズに行うため、オンラインコミュニケーション

ツールの導入を予定しています。 

以上の導入やアップデートにより、ご利用者の皆様がより安心して生活される環境

を提供できることを心より願っております。 

 

7．事故・ご利用中の体調変化や事故等について 

・事故 

高齢者の方には心身の障害や老化にともない、いろいろな事故の危険性がございます。

転倒・転落、誤嚥、などがその代表ですが、それらの事故は骨折や外傷、窒息や肺炎な

ど大きな、場合によっては死亡に結びつく結果をもたらすこともございます。特に認知

症のある方は、ご自身の身体状況がわからずに立ち上がって転倒したり、飲み込めない

ものを食べたりしてしまい、事故に遭うリスク（危険性）はより高いものとなります。 

当施設では細かな観察や工夫でそのような結果の発生を防止すべく努めております。け

れども専門的なケア施設とはいえ、全ての利用者の皆様の全ての行為を管理し予測でき

るものでもございません。それらの危険は当施設内でも存在するということについて、
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ご了承賜りご利用くださいますようお願い申し上げます。 

要介護高齢者は、ご本人の身体的機能により転倒のリスク（危険性）が高くなります。

スタッフは、「転倒しないこと」を第一に気をつけて、見守りや適切な援助をおこなって

います。ただ、広く死角の多いフロアのなかで、限られたスタッフによる見守りや援助

は限界があり、転倒してしまう危険性は常にあることをご理解くださいますようお願い

いたします。 

 集団生活ですので、利用者同士のトラブルや不測の事態（車イスでの衝突等）で転んで

しまうことがあることもご理解くださいますようお願いいたします。 

 また、ご高齢になると、嚥下機能（飲み込む力、飲み込む時の反射作用）の低下により、

むせ込みおよび誤嚥性肺炎のリスクがあります。食事の形態を調整や、水分にトロミを

つけるなど、誤嚥についても注意を払っておりますが、不慮の誤嚥事故のリスクや、唾

液等でも誤嚥性肺炎になることもあります。 

・ご利用中の体調変化や事故等について 

  当施設では、思いがけない事故や体調不良に対して細心の注意を払っておりますが、

デイケアというサービスの特性上、常時の見守りは不可能となります。従いましてご利

用中の事故、体調不良を完全に防ぐことは困難であることにつきましては、あらかじめ

ご理解、ご了承をお願い申し上げます。 

状態変化や上記自体が発生した場合は、ご家族様へご連絡及びご相談をさせて頂きます

ので、あらかじめご承知おき下さい。必要に応じてお引き取りをお願いすることもござ

います。ご担当者のケアマネージャーにも職員よりご連絡させて頂きます。 

①緊急時連絡先について 

 ご利用者の健康状態などに急激な変化があった際には、時間を問わずにご家族様にご連

絡をさせて頂いております。あらかじめ、携帯電話、自宅、必要に応じて職場の電話番

号をお知らせ下さい。 

②病院受診について 

かかりつけ医の受診が必要になった場合は、ご家族様にご連絡し、状態などについてご

説明致します。ご担当者のケアマネージャーにも職員よりご連絡させて頂きます。 

 緊急時の救急搬送ケースを除き、原則としてご家族様の付き添にて病院受診をして頂い

ておりますので、あらかじめご理解・ご協力をお願い致します。 

 迅速な対応が困難の場合は、対応可能なご家族様へご依頼をお願い致します。 

※ご家族にご対応をお願いする理由については、医療的な処置（緊急手術等）や入院が

必要になり、判断を求められた場合にご家族様でなければ判断ができないためです。 

 

8．協力医療機関について 

●協力医療機関について 

 太郎では、次の医療機関を協力医療機関として指定しています。 

 （一般病院） 医療法人財団慈生会 野村病院 

        〒181-0013 三鷹市下連雀 8-3-6 

        電話 0422-47-4848 
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 （歯科医院） いたや歯科クリニック 

        〒181-0002 三鷹市牟礼 3-8-18 

        電話 0422-42-4182 

三島歯科医院 

       〒181-0011 三鷹市井口 3-6-16 

        電話 0422-32-8046 

※デイケアでは、医師・看護師の配置をしておりますが、急病・急変時など状況によ

っては施設内では対応できないケースもございます。その場合、ご家族にご連絡を

いたしますので、家族同伴での医療機関受診など、ご協力をお願いいたします。 

 

● ICT（情報通信技術）の活用化について 

 私たちは、より安全で快適な生活環境を提供するため、常に最新の技術を導入し、 

サービスの向上に努めてまいります。 

当施設では ICT（情報通信技術）の導入やアップデートを行います。これにより、ご利

用者の皆様により良いサービスを提供することが可能となります。 

具体的な導入やアップデート内容は以下の通りです： 

1.電子カルテシステムの導入 

紙のカルテから電子化することで、医療スタッフにより効率的に情報を管理でき 

医療サービスの質を向上させます。 

2.センサー技術の活用 

施設内にセンサーを設置し、ご利用者の健康状態や安全をリアルタイムでモニタリン

グします。これにより、早期に問題を察知し、適切な対応を行うことが可能となりま

す。 

3.コミュニケーションツールの強化 

ご家族との連絡や情報共有をスムーズに行うため、オンラインコミュニケーションツ

ールの導入を予定しています。 

以上の導入やアップデートにより、ご利用者の皆様がより安心して生活される環境を

提供できることを心より願っております。 

 

9．利用料金のお支払い方法 

料金・費用は月末締めで計算し、翌月中旬ご請求致します｡ 

翌月の末日までに以下のいずれかの方法でお支払いください。 

ア．太郎窓口で現金支払い 

受付 9：00～16：00 （土日祝含） 

イ．銀行振込 

 

 

※なお、振込手数料についてはご負担くださいますようお願い申し上げます。 

【振込口座】 三菱 UFJ 銀行 八王子中央支店 （普通） 

【口座番号】 １３９８７２１ 

【口座名義】 老健
ろうけん

口
ぐち

医療
いりょう

法人
ほうじん

社団
しゃだん

充会
みつるかい
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10．お支払いの遅延があった場合 

上記方法による支払いが無く１ヶ月以上遅延した場合は、料金の支払い督促を行いま

す。その後、10 日以内に支払いが無い場合は、利用者の身元引受人の責任においてお

支払いいただくことになります。 

 「18．身元引受人について」についてもご確認ください。 

 

11．通所リハビリテーションサービスの利用を中止していただく場合 

契約期間中であっても、次の場合、利用者にサービス利用の中止をしていただくこと

があります。 

（１）利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適切な通所リハビリテー

ションサービスの提供を超えると判断された場合。 

（２）利用者もしくは利用者の身元引受人が他の利用者もしくは施設および施設従業者

に損害を及ぼしもしくはその危険性ある言動、重大な背信行為等を行った場合。 

（３）利用者が介護認定を取り消された場合（「自立」と認定された場合）。 

（４）利用者もしくは利用者の身元引受人が施設に対して提供した情報に虚偽や重大な

誤りがあった場合。 

（５）１0所定の利用者の身元引受人における支払いが行われない場合。 

（６）天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用し

ていただくことができない場合。 

（7）利用者やその家族等から受ける身体的暴力、精神的暴力、セクシャルハラスメン

ト、窃盗、暴行、誹謗中傷、その他の利用継続が困難となる程度の背信行為、反

社会的行為があり適切な介護等サービスの提供が難しくなった場合。 

（8）利用者やその家族等から受ける顧客等からの著しい迷惑行為カスタマーハラスメ

ントがあった場合。 

（9）支払いについて 3カ月以上滞納し、その催促したにも関わらず 14日間以内に支

払いが行われない場合。 

 

12．苦情・相談等申出窓口 

当施設のサ－ビスについて、ご不明の点や疑問、苦情がございましたら、 

各相談等申出窓口までお気軽にご相談・お申し出ください。 

・受付窓口 

施設マネージャー・相談室長・看護師長・介護長・事務室長 

・TEL：0422-76-6636 

・受付時間：9：00～17：00（毎日） 

※事務所前、各階のエレベーター前のご意見箱での受付も致しておりますのでご利用

ください。 

・東京都国民健康保険団体連合会 介護保険部相談指導課 TEL03-6238-0177 

・三鷹市健康福祉部介護保険課事業者指導係 TEL0422-45-1151 内線 2628 
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13．資料情報・ケア記録の開示 

診療情報、ケア記録の開示をお求めの際は、支援相談員もしくは受付までお申し出く

ださい。所定の手続きに従って、開示させていただきます。 

 

14．非常災害時の対策 

・非常災害に備えて施設内における防災、事業継続計画（BCP）を策定しています。 

災害時の対応 

「消防計画」に基づき対応を行います。 

「事業継続計画 BCP」に基づき対応を行います。 

災害等の発生により電話連絡が困難になった場合、施設及び利用者

等の被害に関しては、以下の方法で情報を発信いたします。 

NTT 提供による「災害伝言サービス 電話 171」の伝言サービス

に被害状況を定期的にお知らせいたします。 

インターネット回線が復旧した際は、「老健太郎のホームページ」上

に被害状況をお知らせいたします。 

平常時の訓練 

「消防計画」に基づき年２回以上夜間及び昼間を想定した非難訓練

を利用者の方も参加して実施します。 

「事業継続計画 BCP」も定期的に指導訓練を実施します。 

防災設備 

自動火災報知器、消火器，防火扉、防炎加工されたカ－テン・布団

等消防法に定められたもの。スプリンクラ－，屋内消火栓を設備し

ています。 

 

15．当施設ご利用の際にご留意いただく事項・守っていただく事項 

居室・設備・ 

器具の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により設備や器具に破損等が生じた場合、弁償

していただくことがあります。 

喫  煙 施設内は禁煙をお願いしております。 

迷惑行為等 

騒音・暴力等他の利用者の迷惑になる行為、職員に対する暴力や性

的いやがらせ、誹謗中傷等の迷惑行為はご遠慮願います。また、迷

惑行為によって集団生活が難しい場合については、サービスの利用

中止をしていただくことがあります。 

利用者様やご家族様による、「暴言」「暴力」「セクハラ」「カスハラ」

「ペイハラ」「SNS やネット上の誹謗中傷」など、当施設の運営や

当施設スタッフの業務に支障が出るような行為はご遠慮ください。 

当施設スタッフも「利用者様のために」という気持ちで頑張ってお

りますが、皆、プロとして誠心誠意努めて参りますが、「利用者様や

ご家族のわがまま」には対応致しかねます。 

心ない利用者様やご家族様による上記行為は、施設やスタッフを貶

め、その結果、他の利用者様の不利益となります。SNSやネット上

の書き込みについても、法的措置が講じられる時代です。施設は利
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用者様を守るためにスタッフも守ります。どうかご理解くださいま

せ。 

財産の管理 

(所持品 

及び現金等) 

ご利用に際し、現金や貴重品を持ち込むことはご遠慮いただいてお

ります。ご入所にあたって持ち込む物品については危険性がある場

合もございますのでスタッフにご相談下さい。ご利用者同士の物の

やりとりや連絡先等の交換は原則禁止とさせていただいておりま

す。 

なお、恐縮ではございますが、所持品等の破損・紛失及び現金の紛

失には責任を負いかねますのでご了承ください。例）補聴器、眼鏡、

時計、携帯電話（GPSタグ）、アクセサリー、キャッシュカード等、

鍵等 

携帯電話の 

持ち込み 

原則、ご自身で管理、設定が可能な方に限ります。 

ご使用については、場所、時間の指定がございます。 

職員による設定や管理（充電を含む）はできませんので予めご了承

くださいませ。 

宗教活動 

政治活動 

施設内での他の利用者およびご家族に対する宗教活動及び政治活動

は固くお断り申し上げます。 

その他 

１．ペットのお持ち込みは、衛生管理上ご遠慮下さい。 

２．スタッフへの差し入れ等お心遣いは、ご遠慮させていただいて

おります。 

 

16．職員の良質なサービスを提供するための研修 

  当施設では、職員の質の向上のため定期的に研修を行っています。 

 ・高齢者虐待防止、身体拘束防止、事故発生予防の防止、災害時における事業継続計

画 BCP、感染症蔓延の予防 BCP、質の向上の為の研修（無資格者については、認

知症基礎研修の受講）、ハラスメント対策。 
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17．個人情報の取り扱いについて 

＜＜個人情報保護方針＞＞ 

当施設では、ご利用者・ご家族のみなさまとよくコミュニケーションを図り、ご利

用者の意思を反映したきめ細やかなケアを実践したいと願っています。 

その過程でみなさまより、いろいろな情報のご提供をいただくことになります。 

太郎では、以下のように個人情報保護方針を定めました。職員一同、みなさまのプ

ライバシー、個人情報を尊重し、この方針をしっかりと守りますので、どうぞご安

心ください。 

１．個人情報を理由なく外部にもらすことはありません。 

２．個人情報を本来の目的以外で利用することはありません。 

３．外部あるいは内部からの個人情報への不正アクセスや、個人情報の紛失、破壊、

改ざん、漏えいがないよう予防措置を講じます。 

4．いただいた個人情報を不正確に把握している状態があれば、ご指摘により正しい

ものに訂正いたします。 

5．外部の業者などに個人情報の取り扱いを委託する場合は、安全管理が図られるよ

う適切に監督します。 

6．個人情報保護のための管理体制および取り組みを継続的に見直し、その改善に努

めます。 

（１）介護等の個人情報共有について 

当施設では、以下のような場合、ご利用者の個人情報を外部に提供する必要があると

考え、そのように対応しています。どうぞご理解をいただきご了承をお願い申し上げま

す。 

ご利用者が退所される際等、療養情報の共有が必要である次のような場合には、個人

情報が不正に利用されないよう努めながら、外部にお知らせすることがあります。 

①介護サービスにおいて、外部への情報提供が必要である場合 

・他の病院・薬局・介護保険サービス事業者・居宅介護支援事業者等との連携 

・他の介護施設からの照会の回答 

・診療等にあたり外部の医師等の意見・助言を求める場合 

・検体検査業務委託 

・ご家族等への療養状況説明 

②介護保険（一部医療保険含む）事務において外部への情報提供が必要となる場合 

・審査支払機関へのレセプトの提出 

・審査支払機関（厚生労働省）への科学的介護情報システム LIFE の提出 

・審査支払機関又は保険者からの照会の回答 

③保険者等の委託により認定調査を行った場合の保険者への結果通知 

④施設賠償責任保険等にかかる介護に関する専門団体や保険会社等への相談・届出 

⑤行政など外部監査機関（東京都福祉保健局、市区町村保険者、保健所など）への情報

提供 
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（２）個人情報の間接的利用について 

当施設では、スタッフがよりよく利用者を知り、あるいはその技術を向上させるため

に、ご利用者の病状などを含む個人情報をもとに症例検討会、勉強会を行います。 

また、ひろく社会的に後進を育てる目的で実習生・研修生を受け入れております。そ

の際もやはり必要に応じご利用者の病状などの情報を提供することがあります。 

①施設内部において行われる看護・介護等の事例研究 

②施設内部において行われる事故防止およびケアの質向上のための研究 

③施設内部において行われる学生の実習への協力 

（３）個人情報の照会について 

プライバシー保護のため、電話等の問い合わせ等により、ご利用者の所在等について

お答えすることはできません。 

（例）「○○さんの友人の●●と申しますが、○○さんはデイケア利用中ですか？」 

  「○○さんは、サービス利用日以外はどこにいますか？」   等々 

（４）ホームページ及び広報誌等への写真の使用に係る同意書 

当法人は、事業活動にとどまらず地域における活動や社会保障制度の改善のため

の取り組みなどを行っております。法人及び事業所の各種活動や取り組みにおい

て、広報や宣伝をはじめ広く情報を発信するにあたり、ご利用者様・ご家族様の

写真(顔写真を含む)を使用させていただく場合があります。写真は肖像権を含む

重要なプライバシーであることに鑑み、本書面においてご利用者様・ご家族様の

写真の使用についての同意をいただきたくお願いいたします。 

【写真を使用させていただく場合が想定されるもの】 

1、事業所における利用者様及びご家族様等への通知 

2、事業所のパンフレット 

3、法人の広報誌 

4、法人のパンフレット 

5、法人ホームページ 

6.、法人の関係機関の宣伝物、広報誌等（お便りなど） 

7.上記 1～6 に付随する紙媒体又は電子媒体での広報宣伝物 

※写真を掲載させていただく際には利用者様・ご家族様の氏名が特定されること

がないように配慮いたします。 

※同意をいただいた利用者様・ご家族様の写真を使用する際に、写真使用の同意

をいただいていない方が含まれる場合は、同意をいただいていない方が特定され

ることがないように加工するなどの配慮をいたします。 

（5）個人情報利用についての同意 

上記個人情報の利用について同意されない場合は、相談室ないしは苦情・相談申出窓

口にお申し出ください。この文書をお渡しした時点で、同意を得られたものとして取

り扱いをさせていただきます。 

万一同意いただけない場合は、 
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①時間をおかずに苦情・相談申出窓口にご連絡をお願い致します。 

②たとえば、検査の依頼やレセプトの提出、あるいは行政の検査など、どうしても個

人情報の提出をしなければ、ご利用者の療養への責任を全うできず、あるいは当施

設の運営に支障をきたす事項がございます。それらについてご同意いただけないと

きは、ご利用をお断りすることになります。 

③それ以外の事項については、通常の療養を変わらずに受けていただくことができま

す。どうぞご了解のほどお願い致します。 

 

18．身元引受人について 

太郎は、利用者に対し、介護保険法令の趣旨に従い、「運営方針」「太郎の理念」

「５つの基本的ケア」に則って、適切な介護サービスを提供して生活を支援いたし

ます。 

一方、利用者および利用者の身元引受人は、当施設（太郎）に対して、そのサー

ビスに対する上記料金を支払うことの義務が生じます。 

2020（令和 2）年 4月 1 日に行われた民法改正に従い、利用者の身元引受人に

関連する次の事項を定めます。 

 

ａ．利用者は、次の各号の要件を満たす身元引受人を立てます（設定してください）。

ただし、利用者が身元引受人を立てることができない相当の理由のある場合を除き

ます。 

  ①「行為能力者」（民法第 20 条第 1 項に定めるもの）であること。 

  ②弁済をする資力を有すること。 

 ｂ．身元引受人は、利用者が本重要事項説明書の通り、当施設（太郎）に対して負担

する一切の債務（支払うべき費用等）を、極度額（上限額）50 万円の範囲内で、

利用者と連帯して支払う責任を負います。 

 ｃ．身元引受人は、前項ｂの責任のほか、次の各号の責任を負います。 

  ①利用者が疾病や怪我等で医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行するよ

うに協力すること。 

  ②利用が解除もしくは終了した場合の残置物の引き取りの処置、利用者が死亡した

場合の遺体の引き取りをすること。ただし、遺体の引き取りについて、身元引き

取り人と別に祭祀主宰者がいる場合、太郎は祭祀主宰者に引き取っていただくこ

ともできます。 

ｄ．「13．当施設ご利用の際にご留意いただく事項・守っていただく事項」の迷惑行

為にかかわる、当施設（太郎）、利用者や職員に対する、窃盗、暴行、暴言、誹謗

中傷、その他背信行為や反社会的行為を行った場合、当施設（太郎）は利用者およ

び身元引受人に対し、設定する期間内にその身元引受人に代わる新たな身元引受人

を立てることを求めることができます。相当な理由がある場合はこの限りではあり

ません。 

 ｅ．身元引受人の請求があったときは、当施設（太郎）は身元引受人に対し、当施設
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に対する利用料金の未払い、これに対する利息及び賠償すべき損害の有無、これら

の残額および支払期限が迫っているもの・過ぎているものの額に関する情報を提供

します。 

 

太郎デイケアのご利用にあたって、別紙「同意書」に署名、ご捺印くださいますよ

うお願いいたします。 

本重要事項説明書は、利用者が「同意書」を当施設に提出したときから効力を有し

ます。但し、利用者の身元引受人に変更があった場合は、新たに同意を得ることとし

ます。利用者は､本書の改訂が行なわれない限り､初回利用時の「同意書」提出をもっ

て､繰り返し当施設を利用することができるものとします｡ 

 


